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糸島市特定事業主行動計画 

糸島市職員の次世代育成及び女性活躍推進に関する行動計画 

 

 

糸 島 市 長 

糸 島 市 教 育 委 員 会 

糸 島 市 消 防 本 部 

糸 島 市 議 会 議 長 

糸島市選挙管理委員会 

糸 島 市 監 査 委 員 

糸 島 市 農 業 委 員 会 

糸 島 市 公 営 企 業 

 

 

１ 趣旨 

 糸島市（以下「本市」という。）では、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ育成さ

れる社会の実現に向け取り組んでいくことを目的として制定された「次世代育成支援対

策推進法（平成 15年法律第 120号。以下「次世代支援法」という。）」に基づき、「糸島

市特定事業主行動計画」を策定し、職場全体で子育てに関する認識を高め、支え合いを

安心して子育てができる職場づくりを進めてきた。 

 また、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとするすべての女性がその個

性と能力を十分に発揮して活躍できる社会づくりを目的として制定された「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号。以下「女性活躍推進法」

という。）に基づき、女性の活躍推進にも全庁的に取り組んでいる。 

 さらに、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」

（平成３年法律第 76号。以下「育児・休業法」という。）が改正され、男女ともに仕事

と育児・介護を両立できるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現する

ための措置の拡充、次世代育成支援対策の推進・強化、介護離職防止のための仕事と介

護の両立支援制度強化等の措置を講じることが求められている。 

このような背景を踏まえ、引き続き、女性活躍と次世代育成支援の取組を効果的に進

めていく。 

 

２ 計画期間  

令和８年度から令和１２年度までの５年間 

ただし、本計画は、社会情勢の変化や施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものと 

する。 

※次世代支援法は令和１６年度までの時限立法 

※女性活躍推進法は令和１７年度までの時限立法 
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３ 対象職員 

   本計画の対象は、市長、教育委員会、消防本部、市議会議長、選挙管理委員会、監査

委員、農業委員会、公営企業から任命された地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

が適用となる一般職に属する職員とする。 

   なお、会計年度任用職員、再任用の短時間勤務職員については、休暇制度などが異な

るため、計画の内容が実態に合わない場合があるが、可能な限りこの計画を踏まえた対

応を行うこととする。 

 

４ 計画の策定に関する基本的な視点 

   特定事業主行動計画の策定にあたっては、次の視点を踏まえることとする。 

(１) 職員の仕事と生活の調和推進の視点 

(２) 職員の仕事と子育ての両立推進の視点 

(３) 機関全体での取組の視点 

(４) 機関の実情を踏まえた取組推進の視点 

(５) 取組の効果の視点 

(６) 社会全体による支援の視点 

(７) 地域における子育て支援の視点 

 

５ 現状（前計画の評価）と課題  

(１)前計画の数値目標と実績 

  ア 次世代育成支援に関する取組 

数値目標 令和６年度実績 

育児休業取得率の数値目標 男性 30％ 

                          女性 100％ 

男性 73.3％ 

女性 113％ 

職員の１年間の時間外勤務の時間数の上限 360 時間 34人（13.4％）が超過 

年次有給休暇の取得日数 15日 11.47日 

 

  イ 女性活躍推進に関する取組 

数値目標 令和６年度実績 

各役職段階の職員の女性割合 部長相当職   14％ 

              課長相当職   22％ 

              課長補佐相当職 33％ 

              係長相当職   40％ 

14.3％（11.8％）※① 

11.6％（10.4％） 

26.3％（23.8％） 

32.3％（26.1％） 

職員の採用者の女性割合 40％ 

会計年度任用職員任用者の女性割合 40％ 

59.1％ 

73.5％ 

子の看護休暇の利用実績 男女ともに 80％以上 男性 84.7％ ※② 

女性 94.8％ 

その他 50.0％  

男性職員の出産補助休暇や育児参加休暇の利用実績 

80%以上 

出産補助休暇 70.0％ 

育児参加休暇 30.0％ 

    ※①市長部局、教育委員会、公営企業等の女性職員。（ ）は消防職を含む。 

    ※②令和６年度特定事業主行動計画に伴うアンケートより算出 
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(２)評価と課題 

ア 次世代育成支援に関する事項 

   ①職員の職場環境に関するもの 

    ◆男性の育児休業取得率が向上している。 

【表１】職員の育児休業取得状況 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

男性 人数(人) 8  3  4  5  11  14 

男性 取得率(%) 40.0 18.8 40.0 38.5 73.3 100 

女性 人数(人) 10  5  4  7  9  9 

女性 取得率(%) 100 100 100 100 113 90 

※令和６年度は、前年度中に出生、育児休業開始が翌年度になった職員がいたため１００％を

超えている。また、令和７年度に出生し、育児休業の開始が令和８年度になる職員がいるた

め９０％となっている。 

※男性の育児休業取得の目標値は令和２～３年度まで１３％、令和４年度から３０％としてい

る。 

  【参考】育児休業取得率の算出方法 

 

   

 

 

 

◆部分休業の取得者数は増加しているが、取得できない人が一定数いる。 

【表２】部分休業取得者                    （単位：人） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

部分休業取得者 

（うち男性） 

5  

（0） 

12  

（0） 

15  

（1） 

15  

（0） 

16  

（0） 

24 

(1) 

取得できなかった人数 
※アンケート回答より 

4  15  9  8  14  6 

※取得者は部分休業の取得の申請のある職員の実人数。 

※令和７年度特定事業主行動計画に伴うアンケートより「取得したくてもできなかった」理由

としては、職場の人員配置・体制の状況、経済的な理由、自分の仕事の質（内容）・量等か

ら、などの回答があった。 

 

 

 

 

  

              調査時点までに育児休業を取得した者の数 
              （育児休業の申し出をしている者を含む） 
 育児休業取得率 ＝                             × １００ 

調査前年１年間の出産者の数 
（男性の場合は配偶者が出産した者） 
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◆管理職を除く職員の時間外は増えてきている。この平均値には管理職を含まず、さ

らに選挙や災害を除くため、実際の職員の時間外労働はこれを上回ると推察される。 

【表４】職員の各月ごとの平均超過勤務時間（単位：時間） 

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

Ｒ２ 16.5 11.7 12.5 16.0 8.7 17.5 

Ｒ３ 17.1 11.1 10.9 11.3 17.8 8.1 

Ｒ４ 18.1 16.3 15.3 15.6 12.1 23.2 

Ｒ５ 18.0 16.0 15.6 18.5 12.5 16.0 

Ｒ６ 19.8 16.0 14.0 12.9 12.9 14.8 

Ｒ７ 19.0 17.6 14.9 13.4 11.1 13.7 

 

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均(月) 

13.0 9.8 10.6 10.9 10.7 15.6 12.8 

13.8 10.3 9.2 11.8 12.2 17.1 12.6 

17.1 14.6 12.6 13.6 13.6 15.6 15.6 

18.0 16.5 19.3 16.8 14.8 16.7 16.6 

17.7 12.8 10.0 12.9 13.4 17.2 14.5 

14.5 13.6 11.5 16.4 14.1 17.2 14.8 

※選挙、災害を除く。管理職を除く。 

 

  ◆子の看護休暇の取得が増加傾向にある。 

【表５】子の看護休暇の取得人数                （単位：人） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

男性 25  22  18  43  51  46 

女性 25  26  23  36  41  49 

合計 50  48  41  79  92  95 

 

   ◆「子育て職員への対応マニュアル」や「両立支援ガイド」といった資料が職員に 

十分周知されていない。 

【表６】両立支援ガイドの認知度                （単位：％） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

認知度（見たことがある） 
※アンケート回答より 

59 58.4 62.9 60.9 54.7 61.3 

 

   ◆年間の有給休暇の取得日数はわずかながら増加している。 

【表７】有給休暇の取得日数（正規職員）            （単位：日） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

年間休暇日数 11.49  11.29  10  11.34  11.47  11.73 

    ※令和７年取得 最多取得：３６日、最少取得：０時間 

 

  



5 

 

イ 女性活躍推進に関する事項 

   ① 女性の登用に関する事項 

   ◆一般行政職に占める女性職員の割合が約４割に達し、わずかながらも増加傾向にあ

る。 

【表８】職種ごとの男女別人数と女性職員の割合             
男性 

(人) 

女性 

(人) 

合計 

(人) 

Ｒ２ 

（％） 

Ｒ３ 

（％） 

Ｒ４ 

（％） 

Ｒ５ 

（％） 

Ｒ６ 

（％） 

Ｒ７ 

（％）  
一般行政職 219  152  371  36.8 38.0 38.8 39.5 39.9 41.0 

保健師職 0  22  22 100 100 100 100 100 100 

技術職 55  11  66 11.3 13.6 14.3 19.4 19.1 16.7 

消防吏員 107  3  110 2.0 2.0 2.0 1.9 2.8 2.7 

正規職員計 381  188  569 29.4 30.2 31.5 32.1 32.6 33.0 

会計年度 

任用職員 
100  253  353 82.2 78.3 79.5 74.4 73.5 71.7 

総計 481  441 922 49.1 47.0 48.3 46.2 46.6 47.8 

※職種は国の調査基準に基づく。採用時の職種による。 

 

   ◆各役職段階において女性職員が占める割合が増加しており、女性の管理職登用が令

和２年度と比較して進んでいる。 

【表９】各役職ごとの男女別人数と全職員のうち女性管理職の割合（全体）  
男性

(人) 

女性

（人） 

合計 

（人） 

Ｒ２ 

（％） 

Ｒ３ 

（％） 

Ｒ４ 

（％） 

Ｒ５ 

（％） 

Ｒ６ 

（％） 

Ｒ７ 

（％）  
部長級 15  2 17 7.7 7.7 12.5 12.5 11.8 11.8 

課長級 44  6 50 6.8 6.8 8.9 8.5 10.4 12.0 

課長補佐級 48  15 63 19.2 25.0 30.4 27.4 23.8 23.8 

管理職計 107  23 130 12.8 15.6 19.7 18.4 17.2 17.7 

係長級 86  34 120 24.4 25.0 23.3 24.8 26.1 28.3 

総計 193  57 250 17.4 20.7 21.6 21.5 21.4 22.8 

 

   ② 職業生活と家庭生活との両立を支援するための整備に関する事項 

   ◆早期退職者が増加している。 

【表 10】職員の早期退職者数（自己都合退職、勧奨退職）       （単位：人） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

男性 

（うち勧奨退職） 

1  

(0) 

4  

(0) 

6  

(3) 

5  

(2) 

8  

(4) 

6 

(2) 

女性 

（うち勧奨退職） 

4  

(1) 

7 

(2) 

2  

(2) 

6  

(3) 

12  

(7) 

9 

(2) 

合計 

（うち勧奨退職） 

5 

（1） 

11 

（2） 

8  

(5) 

11  

(5) 

20  

(11) 

15 

(4) 
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６ 計画目標     

 （１）次世代育成支援に関する事項 

   数値目標 

令和 12年度  

参考値 

令和６年度 

参考値 

令和 7年度 

育児休業、出産補助休

暇、育児参加休暇のい

ずれかを取得した男性

職員の割合 

（当該年度に出生した

男性職員のみ対象） 

100％ 出産補助 70.0％ 

育児参加 30.0％ 

育児休業 73.3％ 

出産補助 50.0％ 

育児参加 57.1％ 

育児休業 78.5％ 

男性 育児休業取得率 85％ 73.3％ 78.5％ 

育児部分休業申請者の

平均取得率 

80％ 66％  

※３月実績より 

59.2％ 

※3 月実績より 

両立支援ガイド認知度 100％ 54.7％ 

※アンケート回答より 

61.3％ 

時間外勤務の時間数の

上限（360時間）超過

者の割合 

0％ 13.4％ 

※選挙、災害を除く。

管理職を含まない。 

- 

有給休暇取得率 15日 11.47日 11.73日 

 

 （２）女性活躍推進に関する事項 

 数値目標 

令和 12年度 

参考値 

令和６年度 

参考値 

令和 7年度 

管理職に占める女性

職員の割合 

部長相当職  14％ 

課長相当職  22％ 

課長補佐相当職 33％ 

係長相当職  40％ 

部長相当職 11.8％ 

課長相当職 10.4％ 

課長補佐相当職23.8％ 

係長相当職 26.1％ 

※消防職員除く 

部長相当職 11.8％ 

課長相当職 12.0％ 

課長補佐相当職23.8％ 

係長相当職 28.3％ 

※消防職員除く 

職員に占める女性職

員の割合 

※会計年度任用職員

を除く。 

40% 32.6％ 33.0％ 

子の看護休暇を取得

できた職員の割合 

100％ 

 

男性 84.7％ 

女性 94.8％ 

その他 50％ 

※アンケート回答より 

男性 89.4％ 

女性 94.0％ 

その他 対象なし 

※アンケート回答より 
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７ 具体的な取組内容  

（１） 次世代育成支援に対する事項 

（１）－１ 職員の勤務環境に関するもの 

   ア 妊娠中及び出産後における配慮 

【人事担当課】 

・母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につい

て周知する。 

・出産費用の給付等の経済的支援措置について周知する。 

【部課等の長】 

・妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の見直しを行う。 

・妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、深夜勤務及び時間外勤務を原則

として命じないこととする。 

【部課等の長、人事担当課】 

・妊娠中の職員に対しての健康や安全を確保するための措置について、関係制度

の理解を深める。 

    【該当職員】 

・自身の体調管理に努め、早めに上司に相談し、適切な時期に職場に報告する。 

 

   イ 子どもの出生時等における男性職員の休暇の取得促進 

【部課等の長、職員全員】 

・男性職員が、子どもの出生時に３日間の出産補助休暇の取得を促進する。 

・産前・産後期間中における配偶者の負担を軽減するため、男性職員の５日間の

育児参加休暇取得を促進する。 

・子どもの出生時等における男性職員の年次休暇の取得を促進する。 

【人事担当課】 

・男性職員の休暇制度の周知を図る。 

→「育児・介護のための両立支援ガイド」（以下、「両立支援ガイド」という。）

及び厚生労働省作成の「父親の仕事と育児両立読本ワークライフバランスガイ

ド」を職員に周知し、妊娠・出産・子育てに対する父親の関わり方を啓発する。 

 

   ウ 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

    ① 育児休業・育児短時間勤務制度及び部分休業制度の周知 

【人事担当課】 

・育児休業等に関する資料を各部局に通知・配布し、制度を周知するとともに、

特に男性職員の育児休業等の取得を促進する。 

・「両立支援ガイド」等により、育児休業の取得手続や経済的な支援等について

情報提供を行う。 

・研修等において、育児休業等の制度の説明を行う。 

・妊娠・出産にかかる申し出をした職員に対し、個別に休暇・休業制度や今後

の手続について説明を行う。 
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【部課等の長、人事担当課】 

・年１回、職場会議において、所属長による両立支援制度を説明する。人事担

当課は、所属長からの要望に応じて説明の支援を行う。 

・職員や職員配偶者の妊娠・出産にかかる情報を「職員又は職員配偶者の出産

に伴う申出書」により把握し、早い時期から必要な配慮等ができるような環

境づくりを行う。（別紙参照） 

 

    ② 育児休業・育児短時間勤務制度及び部分休業を取得しやすい体制づくり 

【部課等の長】 

・妊娠・出産にかかる申し出があった場合、部課長等は面談を実施して今後の

予定や希望する配慮等を確認するとともに、業務分担の見直しを行うなど、

休暇を取得しやすい職場の体制づくりを行う。 

・育児休業等の取得の申し出があった場合、事例ごとに当該課において業務分

担の見直しを行う。 

【人事担当課】 

・職場の状況に応じ、育児短時間勤務等を取得する職員がいる職場を集約し、

部に対し、代替職員を配置するなどの配慮を行う。 

・定期的に育児休業等の制度趣旨や育児休業等経験者の体験談などを周知し、

職場の意識改革や育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成を行う。 

・育児休業等の取得希望者について、休暇を取得し難い理由が職場にある場合

は、部課等の長へのヒアリング等を行う。 

・現状を把握してより効果的な取組を実施する。 

 

   ③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

     【部課等の長、人事担当課】 

・育児休業中の職員に対して、職場復帰に必要な情報の提供を行う。 

・復職時におけるＯＪＴ研修（職場内実践研修）等を実施する。 

 

    ④ 育児休業等に伴う会計年度任用職員等の活用 

    【部課等の長、人事担当課】 

・課内の人員配置等によって、育児休業等の長期休業や休暇中の職員の業務を

遂行することが困難なときは、会計年度任用職員等の活用により適切な代替

要員を確保する。 

 

    ⑤ その他 

     【部課等の長】 

      ・業務の増加や長期休業や休暇などにより業務を遂行することが困難な時は、

業務分担の見直しや会計年度任用職員等の活用などの調整を行う。 

・時差出勤を行っている職員がいる職場においては、保育園送迎等を行う職員

に配慮して勤務時間を割り振る。 
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     【公共施設管理課】 

・育児中の職員より申出があった場合は通勤用駐車場の確保に配慮する。 

 

  エ 時間外勤務の縮減 

以下の取組により、各職員の１年間の時間外勤務時間数について、原則上限 

３６０時間を達成するよう努める。 

    ① 深夜勤務及び時間外勤務の制限に関する制度の周知 

     【部課等の長、人事担当課】 

      ・小学校就学始期に達するまでの子を養育している職員、要介護状態の対象家

族を介護する職員に深夜勤務及び時間外勤務を制限する制度について周知す

る。 

 

   ② 一斉定時退庁日等の実施 

【部課等の長、職員全員】 

・毎週水曜日と給料日をノー残業デーとし、一斉定時退庁日を実施する。また、

やむを得ずノー残業デーの実施が困難な場合は、課独自で別日に定時退庁日

を実施する取組を行う。 

【部課等の長、人事担当課】 

・職員に速やかに退庁するよう指導を行い、定時退庁を実施する。 

     【職員全員】 

      ・自身のワークライフバランス及びリフレッシュのためにも、週１回のノー残

業デーを実施する。 

 

    ③ 事務の簡素合理化の推進 

     【職員全員】 

・職員は業務の進捗管理を行い、その計画遂行を徹底する。 

・業務の効率化を図るために事務処理の見直しを行い、ＲＰＡやＡＩ等の導入

を行う。 

【部課等の長、職員全員】 

・外部委託等の推進を図り、事務の効率化を図る。 

     【部課等の長、人事担当課】 

・任用期間、任用形態等を考慮し、派遣職員や会計年度任用職員等の効率的・

効果的任用を図る。  

【部課等の長、情報政策課】 

・各課に１人以上、複数のデジタルツールを活用できる人材を育成する。 

 

    ④ 時間外勤務縮減のための意識啓発等 

     【人事担当課、職員全員】 

・「時間外勤務のルール」等の徹底により、職員への意識啓発を図る。 

     【部課等の長、人事担当課】 

・各職場の所属長が職場の時間外勤務の状況を把握し、特に時間外勤務の多い
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職員に対して、時間外勤務縮減の措置を講じることができるよう、人事担当

課は、毎月各課の時間外勤務状況を通知する。 

 

    ⑤ その他 

     【部課等の長、人事担当課】 

・時間外勤務の多い職員に対して、労働安全衛生法第６６条の８第１項に規定

する面接指導及び同法第６６条の９に規定する必要な措置を講じる。 

 

オ 休暇の取得促進 

    ① 年次有給休暇の取得促進 

     【職員全員】 

・職員は年間の年次有給休暇取得目標日数を設定し、休暇計画表等を活用しな

がら計画的な年次有給休暇の取得を行う。 

・月曜日・金曜日と組み合わせた年次有給休暇の取得、国民の祝日や夏季休暇

とあわせた年次有給休暇の取得を行う。 

【部課等の長、人事担当課】 

・部下の年次休暇の取得状況を把握し、計画的な年次有給休暇の取得を指導す

る。 

・職員数を段階的に増やし、職員の人員体制を改善する。 

【部課等の長、職員全員】 

・子どもの運動会や授業参観日等における年次有給休暇の取得を促進する。 

・職員自身の誕生日など個人的な記念日における年次有給休暇の取得を促進す

る。 

・ゴールデン・ウィークやお盆期間における会議の自粛を行う。 

・職員１人当たり年間１５日以上の取得を目指す。 

 

    ② 子どものための特別休暇の取得促進 

     【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

・子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職

員に対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。 

 

    ③ 介護を必要とする対象家族のための休暇の取得促進 

     【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

・対象家族の介護に関する休暇等の制度を周知するとともに、その取得を希望

する職員に対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。 

 

    ④ 職員の相互応援体制 

     【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

・職員が安心して休暇を取得できるよう、事務処理において業務分担の見直し

等を行い相互応援ができる体制を整備する。 
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カ 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

  【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

・職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等を是正するための研修や情報提

供を行う。 

 キ 人事評価への反映 

  【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

・仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境づ

くりに向けて採られた行動については、人事評価において適切に評価を行う。 

 

 （１）－２ その他の次世代育成支援対策に関する事項  

   ア 子育てバリアフリー 

    【庁舎管理担当者、部課等の長、人事担当課、職員全員】 

 ・外部からの来庁者の多い庁舎や施設においては、段差の解消やベビーベットの

設置など施設利用時の困りごとを把握し、周知など改善に取り組む。 

 ・子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等のソフト面

でのバリアフリーの取組を推進する。 

 

  イ 子どもの安全と健やかな成長の支援 

   【部課等の長、人事担当課、職員全員】 

 ・子どもが地域活動をとおして様々な体験ができるよう、職場見学や施設の提供、

職員の積極的な地域活動やボランティア活動等への参加等の支援を行う。 

 

（２） 女性活躍推進に関する事項 

 （２)－１ 女性職員の積極的な登用 

  【人事担当課】 

 ・女性管理職の割合の目標達成に向け、管理職候補となる女性職員の計画的な人材

育成を図り、女性職員の積極的な登用を行う。 

・管理職に必要なマネジメント能力等の付与のための研修等を行うことにより、女

性職員のキャリア形成支援を行う。 

・外部研修（自治大学校や市町村アカデミー等）を活用し、希望する女性職員を長

期研修へ派遣する体制を整えるなど女性職員のキャリア形成支援を行う。 

・女性の管理職と職員による意見交換会や内部研修などを活用し、女性職員の活躍

推進や仕事と生活の調和の推進に向けた意識啓発等の取組を行う。 

・育児などの女性職員の状況に配慮した人事運用を行う。 

 【部課等の長】 

  ・職員が勤務に不安を感じている場合や子育て期や介護を担う職員など勤務に時間

的な制約のある職員に対し、必要に応じ、所属長面談等の相談できる機会を設け

る。 

【職員全員】 

・研修への参加や自己研鑽等に取り組み、自己の能力を高める。 

・勤務に不安がある場合や勤務に時間的制約が必要になる場合は所属長や人事担当
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課に相談する。 

 

（２）－２ 女性職員の職業生活と家庭生活との両立を支援するための整備に関する事項 

ア 全ての職員が働きやすい職場づくり 

    次世代育成支援対策の内容として定めた事項の「（１）―１ 職員の勤務環境に関

するもの」と併せて、取組を進めていく。 

 【人事担当課】 

・管理職のための「ワークライフバランス応援リーダーマニュアル」により、仕事

と家庭の両立に必要な配慮や制度を周知し、休暇を利用しやすい環境を整備する。 

     ・育児休業や介護休暇などの両立支援制度を利用したことのみにより、昇格・昇任

に不利益とならないよう配慮する。 

     ・長期の休暇や休業中職員の職場復帰支援として、本人が希望する場合は庁舎内研

修や説明会を受講できるようにする。 

   【部課等の長、人事担当課】 

・職員が勤務に不安を感じている場合や勤務に時間的な制約のある職員に対し、必

要に応じ、所属長面談等の相談できる機会を設ける。 

 【職員全員】 

・勤務に不安がある場合や勤務に時間的制約が必要になる場合は所属長や人事担当

課に相談する 

 

８ 計画の推進体制  

(１) 次世代育成支援対策及び女性の職業生活における活躍を効果的に推進するため、職

員で構成した行動計画策定・推進委員会を設置する。 

(２) 次世代育成支援対策に関する管理監督者や職員に対する研修、情報提供等を実施す

る。 

(３) 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口を人事担当課に設置し、

担当者を配置する。 

(４) 啓発資料の作成・配布、研修の実施等により、行動計画の内容を周知徹底する。 

(５) 本計画の実施状況については、各年度に行動計画策定・推進委員会において把握し

た結果や職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計画の見直し等を行う。 

(６) 次世代支援法第 19 条第３項及び第５項、並びに女性活躍推進法第 19 条第５項及び

第６項、第 21条に基づき特定事業主行動計画及び同計画に基づく措置の実施状況を本

市ホームページへの掲載等により公表する。 
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職員又は職員配偶者の出産に伴う申出書 

 

 女性はつわり休暇や妊婦健診で休むこともあるため、早めに妊娠の報告がありま

すが、男性の場合は配偶者が妊娠していることを報告するタイミングがなく、報告

が出産間近になることも多いようです。早めに妊娠・出産のスケジュールを把握す

ることができれば、部下の出産補助休暇や育児参加休暇等の取得を促すこともでき、

周囲の職員もサポートしやすくなります。また、人事担当課からも情報提供がしや

すくなります。 

このため、職員又は職員配偶者の妊娠・出産を報告する制度を設けています。（「職

員又は職員配偶者の出産に伴う申出書」） 

  部下職員から申出書が提出された場合、面談を実施して今後の休暇の取得予定や

希望する配慮について聞き取りをするとともに、必要に応じて業務分担の見直しな

どを行ってください。育児休業の取得の有無に限らず、出産や出産後の制度や手続

きの情報提供は必要になりますので、ぜひ活用ください。 

  そして、部下職員が育児休業を希望したときは、ぜひ積極的にサポートをお願い

します。 

男女が共に育児休業を取得し、一定期間職場から離れることは、子育ての大変さ

や素晴らしさを認識するとともに、仕事への向き合い方を見直すきっかけになりま

す。お互いにサポートし合える強い組織を育てましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 



（様式：表面）

記入日：令和　　年　　月　　日

※職員番号

※氏　名

通勤方法（　　　　　　　　　　）
通勤時間（約　　時間　　分）

有　　・　　無 ※妊娠の状況 単胎妊娠　・　多胎妊娠
（多胎妊娠の場合の産前休暇は14週間前から可）

　　□　糸島市内
　　□　福岡市　　　　区

　　□　糸島市内
　　□　福岡市　　　　区

令和　　　年　　　月　　　日 出産日
（総務課で記入）

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日 ～ 令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日

申出書は所属長へ提出してください。

　氏　　　名 総務課への提出日：　　　月　　　日

　電話番号 各種制度の説明日：　　　月　　　日
緊急連絡先

　■　（男性の場合）妊婦健診への同行の希望　（休暇取得への配慮に活用するため確認させていただきます。）

※産前休暇予定日

　■　面談実施日

　■　面談参加者

【所属長記載欄】

※育児参加のための休暇（特別休暇：５日）の申請 申請する　・　申請しない　・　検討中

【その他、面談で確認させていただくこと】

　■　つわりの状況　（つわり休暇や各種配慮の参考とするためお尋ねしますが、答えたくない場合はその旨をお伝えください。）

　■　妊娠の事実を職場等に周知するタイミングや範囲、希望する配慮について

総務課記入欄

※必須記入項目

出産・育児を支援
できる親族の有無

　　　　□　その他　（　　　　　　　　　市・町・村）

　　　　□　その他　（　　　　　　　　　市・町・村）
　　　　□　上記と同じ

　■　特記事項

職員又は職員配偶者の出産に伴う申出書

　男女が共に暮らしやすい社会、成長可能な社会を実現していくためには、男性の育児・家事への参画が重

要です。夫婦がともに家事や育児に積極的に取り組み、ワークライフバランスを実現することができれば、

負担が分散され、子どもの成長の喜びを夫婦で共有することができます。また、組織としても職員の休暇・

休業の取得に適切に対応することができれば、チームとして柔軟かつ効率的に機能する職場づくりのきっか

けにすることができます。

　そこで、上記の目的達成にむけて早期に対象職員を把握する必要があるため、ご自身又は配偶者の出産予

定について、支障がない範囲でお聞かせください。

　なお、この申出書の記載内容については、所属課での業務分担等への配慮のほか、総務課からの休暇や手

当に関する情報提供等を円滑に行うために利用させていただきます。

申請する　　　・　　　申請しない　　　・　　　検討中

以下、男性職員のみ記載してください。

※出産補助休暇（特別休暇：３日）の申請 申請する　・　申請しない　・　検討中

※育児休業の申請

※出産予定日

※職　名

※所属課

※住所・通勤方法

健診を受けている
病院・産婦人科
の所在地

出産予定の
病院・産婦人科
の所在地

今回出産する子以外の
扶養を要する子の状況 ①続柄　　　　　　　年齢　　　才　②続柄　　　　　　　年齢　　　才　③続柄　　　　　　　年齢　　　才
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（様式：裏面）

①

②

③

④

⑤

⑥ 所属課から総務課へ申出書（原本）の提出

　所属課での面談実施後、申出書（原本）を総務課へ提出するとともに、所属課ではその写しを保管する。

　なお、保管にあたっては他の職員に閲覧されないようにすること。

フ ロ ー 図

申出書を所属長に提出

　妊娠していることが分かった場合、できるだけ早期に申出書を所属長に提出する。

所属課から総務課へ申出書（写）の提出

　申出書が部下職員から提出された場合、所属長は速やかに申出書の写しを総務課に提出する。

所属課での面談実施

　総務課からの情報提供後、所属課長は２週間以内に面談を実施し、今後の休暇・休職の予定や希望する配慮等について聞き取り

を行う。

　その際、所属長及び本人のほか、直属の上司（課長補佐や係長）もできるだけ同席すること。

所属課での各種配慮

　他の職員との業務分担等を十分に考慮し、必要に応じて業務分担の見直しを検討・協議する。

　また、同僚職員への周知の時期などは、本人の意向を十分に反映すること。

総務課から本人及び所属課への情報提供

　所属長から申出書（写）が提出された場合、総務課は２週間以内に休暇・手当等の情報を本人及び所属課へ提供する。

本 人 申出書

所属課 申出書（原本）

総務課 申出書（写）

申出書（写）

③本人及び所属課へ情報提供

②申出書（写）提出 ⑥申出書（原本）提出

面

談

実

施

情

報

提

供

申出書（原本）

①所属長に提出

④面談を実施

⑤各種配慮

【参考】

●産前休暇（特別休暇）

・・・出産日を含む８週間前（多胎妊娠の場合は14週間前）から取得できます。

●出産補助休暇（特別休暇）

・・・配偶者が出産する場合、出産に伴う入院等の日から出産日後２週間を経過する日までの間に、配偶者の入退院の準備や

付き添い、出産の立会い、出生届の手続き等のために取得できます。（３日以内の期間。単位：１日又は１時間）

●育児参加のための休暇（特別休暇）

・・・配偶者の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前から出産後８週間を経過する日までの間、当該出産にかか

る子又は小学校就学前の子を養育する場合に取得できます。（５日以内の期間。単位：１日又は１時間）

申出書の提出は、本人から所属長へ提出し、総務課に提出するフロー図になっておりますが、本

人から総務課に提出しても構いません。その場合は、総務課から本人への情報提供後、総務課と

所属長が共有し、面談実施するフロー図になります。（原本は所属課面談後に提出）
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…出産補助休暇や育児参加休暇を取得しない場合、その理由を確認し、取得促進してください。

【男性職員の配偶者が妊娠した場合】

□　配偶者のつわりの状況〔任意項目〕

…配偶者のつわり症状が重い場合、上の子の養育などに配慮が必要な場合があります。

□　妊婦健診への同行希望〔任意項目〕

…妊婦健診へ同行することによって父親になる認識が深まるため、職員が希望する場合は年次有給

休暇等の取得を促進してください。

□　出産補助休暇及び育児参加休暇の取得を希望しない場合の理由

□　育児休業の取得を希望（検討中を含む）する場合、その取得時期および期間

□　育児休業を取得するの場合の業務分担

【女性職員が妊娠した場合】

□　つわりの状況〔任意項目〕

…つわり症状が重い場合、つわり休暇（特別休暇）の取得が可能です。

□　産前休暇の取得予定〔必須項目〕

…産前休暇は出産予定日を含む８週前（多胎妊娠の場合は14週間前）から取得が可能となります。

業務の引き継ぎへの不安等から産前休暇期間が短くなることのないよう、必要な配慮をしてくださ

い。

□　妊娠の事実を職場に周知するタイミングや周知範囲

出産に伴う申出書が提出された場合の面談要領

　部下職員からこの申出書が提出された場合、所属長は２週間以内を目途に当該職員と面談を実施してくだ

さい。その際、確認すべき主な事項を下記にまとめましたので、面談の参考としていただき、必要に応じて

業務分担の見直しや当該職員が希望する配慮等を行ってください。

【共通事項】

□　家族構成等〔任意項目〕

…上の子の養育（保育園・幼稚園への送迎、病院に連れていくなど）が必要になる場合がありま

す。また、出産・育児を支援してくれる親族がいるかどうかによって、必要な配慮が異なる場合が

あります。

□　妊婦健診等を受けている病院・産婦人科及び出産予定の病院・産婦人科について〔任意項目〕

…妊婦健診等を受けている病院と出産予定の病院が異なる場合、必要な配慮が異なる場合がありま

す。（里帰り出産への付き添い、上の子の養育など）

□　妊娠の状況（単胎妊娠か多胎妊娠か）〔必須項目〕

…多胎妊娠の場合、妊娠・出産にかかる負荷が単胎妊娠の場合より増えるため、パートナーにはよ

り多くの配慮が求められます。

　また、女性職員が多胎妊娠している場合、産前休暇は１４週前から可能となります。
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